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調査を基礎に、CVM 手法により上記システムの WTP を測定した。その結果、得られた
WTPは、校門通過検地サブシステムでは 2,670円、緊急時支援サブシステムでは 6,057円







































門通過検地サブシステムでは 2,670 円、緊急時支援サブシステムでは 6,057 円となった。
利用経験者と利用未経験者の比較では、（a）ICタグ購入のWTPでは 915円、（c）緊急時
支援端末購入のWTPでは 475円の相違があった。さらに、得られたWTPに対して、保護
者の年齢、性別、教育、所得といった属性、安心や安全に対する意識、危険箇所数などの
地域の状況等どのように影響を与えるか、回帰分析の手法で分析した。この分析からは、
緊急時支援システムには、通学所要時間を除く全ての変数との関連が見られたが、このシ
ステムは危険から子どもを守ってくれるものとして保護者が認知しているからと考えられ
る。継続して利用意向を表明した人数は 9 割近くにのぼり、システムの評価が高かったと
いえる。 
第 4 章では、中央小学校と古江台中学校のアンケート調査の結果を基に、システムの費
用便益分析を行った。その結果、小学校の安全安心情報システムモデルでは、5 年間運用
B/C＝0.567 であり、10年間運用では、B/C＝0.918 であり、いずれも総便益が総費用を下
回るという結果となった。本章では、便益が費用を上回るための仕組みについて提言を行
ったが、ビジネスとして成立するためには、ユーザーのシステム利用実態、意向を踏まえ
た評価の把握、WTPとの関連等の一層の分析が必要となる 
 本研究は、経済評価が行われて来なかった学校の安全安心情報システムを、CVMの手法
により評価を加えるものである。分析の成否は、アンケート質問票と統計的分析に掛かっ
ているが、前者では事前のプレテストの実施、後者には回帰分析を用い、単にWTPの検出
にとどまらず、WTPに与える要因分析まで行っている点に特徴がある。回帰分析では、推
計値のロバストネスまで推計モデルを構築している。また、事前の評価にもかかわらず、
システムの利用者の回答を基礎に事後の評価を行い、事前と事後では、保護者はシステム
の評価をどのように変えたかまで分析を行っている。 
 以上の理由から、本論文は十分なオリジナリティを持っており、博士に値するものと判
定する。 
